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会 社 そ の 他 の 公 告

解 散 公 告

当 社 は 、 令 和 八 年 十 月 一 日 株 主 総 会 の 決 議 に よ

り 解 散 い た し ま し た の で 、 当 社 に 債 権 を 有 す る 方

は 、 本 公 告 掲 載 の 翌 日 か ら 二 箇 月 以 内 に お 申 し 出

下 さ い 。

な お 、 右 期 間 内 に お 申 し 出 が な い と き は 清 算 か

ら 除 斥 し ま す 。

令 和 八 年 十 月 二 十 七 日

札 幌 市 北 区 北 二 十 三 条 西 五 丁 目 二 番 一 〇

六 〇 五 号 有 限 会 社 中 田 雅

清 算 人 中 田 雅

解 散 公 告

当 社 は 、 令 和 八 年 九 月 三 十 日 開 催 の 株 主 総 会 の

決 議 に よ り 解 散 い た し ま し た の で 、 当 社 に 債 権 を

有 す る 方 は 、 本 公 告 掲 載 の 翌 日 か ら 二 箇 月 以 内 に

お 申 し 出 下 さ い 。

な お 、 右 期 間 内 に お 申 し 出 が な い と き は 清 算 か

ら 除 斥 し ま す 。

令 和 八 年 十 月 二 十 七 日

仙 台 市 太 白 区 西 多 賀 四 丁 目 二 〇 番 三 八 号

有 限 会 社 管 工 サ ー ビ ス

清 算 人 佐 藤 孝 治

解 散 公 告

当 社 は 、 令 和 八 年 九 月 三 十 日 開 催 の 株 主 総 会 の

決 議 に よ り 解 散 い た し ま し た の で 、 当 社 に 債 権 を

有 す る 方 は 、 本 公 告 掲 載 の 翌 日 か ら 二 箇 月 以 内 に

お 申 し 出 下 さ い 。

な お 、 右 期 間 内 に お 申 し 出 が な い と き は 清 算 か

ら 除 斥 し ま す 。

令 和 八 年 十 月 二 十 七 日

秋 田 県 大 仙 市 太 田 町 三 本 扇 字 狐 柳 七 六 番 地

一 有 限 会 社 田 口 電 気 店

清 算 人 田 口 忠 昭

解 散 公 告

当 団 体 は 、 令 和 八 年 三 月 二 十 九 日 開 催 の 定 期 総

会 の 決 議 に よ り 解 散 い た し ま し た の で 、 当 団 体 に

債 権 を 有 す る 方 は 、 本 公 告 掲 載 の 翌 日 か ら 二 箇 月

以 内 に お 申 し 出 下 さ い 。

な お 、 右 期 間 内 に お 申 し 出 が な い と き は 清 算 か

ら 除 斥 し ま す 。

令 和 八 年 十 月 二 十 七 日

福 島 県 白 河 市 旗 宿 金 堀 四 六

認 可 地 縁 団 体 旗 宿 グ リ ー ン コ ミ ュ ニ テ ィ

代 表 清 算 人 鈴 木 直 也

独立行政法人大学改革支援・学位授与機構公告
学位規則第６条第２項の規定に基づく学位の授与に関する規則の一部改正に関する公示
学位規則第６条第２項の規定に基づく学位の授与に関する規則（平成16年規則第30号）の一部を令
和８年９月18日付で改正したので、学位規則（昭和28年文部省令第９号）第13条第２項の規定に基づ
き下記のとおり公示する。
令和８年 10 月 27 日 独立行政法人大学改革支援・学位授与機構長 服部 泰直

記
学位規則第６条第２項の規定に基づく学位の授与に関する規則（平成16年規則第30号）の一部を次
のように改正する。
第５条中「書類等」の次に「一式」を加える。
同条の表に掲げる修士の項第２欄ロ中「１部（ただし、電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その
他の人の知覚によっては認識することができない方法をいう。以下同じ。）により記録したものとす
る。）」を削る。
同条の表に掲げる修士の項第２欄ハを削る。
同条の表に掲げる修士の項第２欄ニ中「１部」を削り、ニからヘまでをハからホまでとする。
同条の表に掲げる修士の項第２欄トを削る。
同条の表に掲げる博士の項第２欄ロ中「１部（ただし、電磁的方法により記録したものとする。）」
を削る。
同条の表に掲げる博士の項第２欄ハを削る。
同条の表に掲げる博士の項第２欄ニ中「１部」を削る。
同条の表に掲げる博士の項第２欄ホ中「１部」を削り、ニからヘまでをハからホまでとする。
同条の表に掲げる博士の項第２欄トを削る。
第５条第３項中「第１項の表第２欄」の前に「別記様式第１号による学位授与申請書及び」を加え
る。「より提出する電磁的方法による記録に係る記録媒体の仕様」を「定める書類等は、教育施設の長
の発行する課程の修了証明書及び単位修得証明書を除き、電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その
他の人の知覚によっては認識することができない方法をいう。以下同じ。）により記録したものとする。
電磁的方法による記録の提出方法」に改める。
第９条の次に次の１条を加える。
第９条の２ 前条の規定にかかわらず、申請者の申出に基づき特別な事情があると認めるときは、
別に定める範囲内において審査期間を延長することができる。
第13条第４項中「は、電磁的方法による記録に係る記録媒体により機構へ提出するものとする。」を
「の機構への」に改める。「方法」の前の「の」を削る。

附 則（令和８年９月18日）
この規則は令和８年９月18日から施行する。
別記様式第１号（第５条関係）３を削る。
同様式４中「１部」を削る。
同様式５中「１部」を削る。
同様式６中「１部」を削り、４から６までを３から５に改める。
同様式７を削る。
同様式枠外（備考）中「７」を「５」に改める。
別記様式第２号（第５条関係）論文３中「冊数」を「篇」に改める。

解 散 公 告

当 社 は 、 令 和 八 年 九 月 三 十 日 総 社 員 の 同 意 に よ

り 解 散 い た し ま し た の で 、 当 社 に 債 権 を 有 す る 方

は 、 本 公 告 掲 載 の 翌 日 か ら 二 箇 月 以 内 に お 申 し 出

下 さ い 。 な お 、 右 期 間 内 に お 申 し 出 が な い と き は

清 算 か ら 除 斥 し ま す 。

令 和 八 年 十 月 二 十 七 日

山 形 県 鶴 岡 市 関 根 字 橋 下 三 七 番 地

合 同 会 社 Ｒ Ｅ Ｎ Ａ Ｕ Ｔ Ｏ Ｓ Ｅ Ｒ Ｖ Ｉ

Ｃ Ｅ 清 算 人 吉 野
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